
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　貸　借　対　照　表 センコーナガセ物流株式会社

（単位：円）

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

資　産　の　部 2,725,636,100 負　債　の　部 2,174,459,509

流　動　資　産 577,802,647 2,120,279,509

現金及び預金 348,567,916 買掛金 137,588,323

売掛金 227,430,248 未払費用 3,222,000

立替金 1,586,763 未払金 66,103,686

前払費用 0 未払法人税等 6,387,326

未収入金 217,720 未払事業所税 3,883,400

仮払金 0 未払消費税 11,038,488

繰延税金資産 0 賞与引当金 20,400,000

貸倒引当金 0 役員賞与引当金 884,920

固　定　資　産 2,147,833,453 預り金 771,366

　有 形 固 定 資 産 2,087,934,800 仮受金

建　　　 　　物 1,159,858,300 短期借入金 1,870,000,000

構　　築　　物 32,318,484 固　定　負　債 54,180,000

機 械 装 置 49,924,281 退職給付引当金 54,180,000

車両運搬具 6 役員退職慰労引当金 0

工具、器具及び備品 10,972,775 純 資 産 の 部 551,176,591

土地 834,860,954 　株 主 資 本 401,000,000

建設仮勘定 0 資本金 401,000,000

　無 形 固 定 資 産 18,716,620 　利 益 剰 余 金 150,176,591

電話加入権 1,693,920 利益準備金 107,531,000

諸利用権 1,056,598 別途積立金 0

その他 繰越利益剰余金 42,645,591

ソフトウェア 15,966,102

　投資その他の資産 41,182,033

関係会社株式 3,679,800

繰延税金資産 25,381,977

その他投資等 12,120,256

資　産　合　計 2,725,636,100 負債及び純資産合計 2,725,636,100

（２０２１年３月３１日現在）



個別注記表

Ⅰ.重要な会計方針に係る事項に関する注記

1.有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 子会社株式及び関連会社株式
   移動平均法による原価法を採用しております。
(2) その他有価証券
 ① 時価のある有価証券は、期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。
    (評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。)
 ② 時価のない有価証券は、移動平均法による原価法を採用しております。　

2.たな卸資産の評価基準及び評価方法
（1）評価基準…原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
（2）評価方法
　　　・商品　－　月次総平均法

3.固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産　
　定額法を採用しております。なお、主な資産の耐用年数については、以下の通りであります。
　建物（附属設備除く）　　８年～５０年
　機械装置　　　　　　　　７年～１２年
(2) 無形固定資産
　定額法を採用しております。なお、主な資産の耐用年数については、以下の通りであります。
　自社利用分のソフトウェア　　５年
(3) リース資産
　所有権移転ファイナンス･リース取引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

　所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

4.引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。

(2) 従業員賞与引当金 従業員の支払に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 役員賞与引当金 役員への賞与の支払に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を
計上しております。

(4) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の
見込額に基づき、当事業年度末に発生していると認められる額を計上して
おります。

(5) 役員退職給与慰労引当金 役員の退職慰労金の支払に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上して
おります。

5.リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引
については、通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理によっております。

6.消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

当期純利益金額 ３８，３２６，６２１円


